
重要事項説明書

１．事業所の概要

事業所名 医療法人　徳洲会 介護老人保健施設 ゆめが丘

所在地 横浜市泉区和泉町 １２０２

事業所指定番号 神奈川県 号１４５３６８００７１

連絡先 ℡０４５－８００－１７１７　Fax０４５－８００－１７１６

サービス提供地域 横浜市泉区 戸塚区 栄区 瀬谷区　藤沢市

２．事業所の職員体制

管理者

職種 人　員

管理者 １名

常勤兼務　1名

非常勤専従　1名

３．業務日及び業務時間

業務時間

４．居宅介護支援の内容について

・別紙に掲げる「居宅介護支援業務の実施方法等について」を参照ください。

５．サービス利用料及び利用者負担

（１）事業者が提供する居宅介護支援に対する料金規定は重要事項説明書別紙のとおり

　　です。また、居宅介護支援については、法定代理受領の場合は利用者の負担はありません。

（２）介護支援専門員が通常のサービス実施地域を越える地域に訪問・出張する必要があ

　　る場合は、その交通費（実費）の支払いはありません。

６．居宅介護支援の提供にあたって

（１）居宅介護支援に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

　　　要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。

　　　被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該

　　　申請が行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が、遅く

　　　とも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよう、

　　　必要な援助をおこなうものとします。

（３）居宅介護支援の提供の開始後、もし入院された場合、担当ケアマネジャーの氏名と

介護老人保健施設、短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護
併設サービス

通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション

介護支援専門員 居宅介護支援業務を行います。

田部井　一幸

業務日
月曜日から土曜日まで。

ただし、祝日及び１２／３１～１／３を除きま
す。

午前９時から
午後５時まで。

職務内容
管理者に、主任介護支援専門員を配置し、介護支援
専門員等の従業者の管理、また、居宅介護支援の利
用申込みに係る調整、業務の実施状況の把握、その
他の管理を一元的に行います。当事業所の従業員
に、法令等の規定を遵守させるために必要な指揮命
令を行います。



　　　当事業の連絡先を入院先医療機関に提供してください。

７．当事業所における事業の目的及び運営方針等

（１）事業の目的

　　　指定居宅介護支援事業所が適切な運営を確保するために人員及び管理運営に関す

　　　る事項を定め、事業所の介護支援専門員の実務研修の修了者が指定居宅サービス

　　　等の種類や内容等を定めた計画（居宅サービス計画）の作成や、指定居宅サービス

　　　等の提供が確保されるようサービス事業者その他の者との連絡調整等の便宜の提

　　　供と介護保険施設の紹介その他の便宜の提供を行う事を目的とします。

（２）運営方針

　　１．事業所が実施する事業は、利用者が要介護状態となった場合においても、利用者

　　　　が可能な限りその居宅おいて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

　　　　ができるように努めます。

　　２．利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され

　　　　る居宅サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス事業者に不当に偏す

　　　　ることのないよう、公正中立に行います。

　　３．事業を行うにあたっては、利用者の所在する市町村、地域包括支援センター、他の

　　　　居宅サービス事業者、介護保険施設等との連携に努めます。

　　４．介護保険等関連情報等を活用し、ＰＤＣＡサイクルの構築・推進することにより、

　　　　提供するサービスの質の向上に努めます。

（３）事故発生時の対応

　　１．事業所は利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には

　　　　速やかに市町村・利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

　　２．利用者に対する指定居宅介護支援の提供により、賠償すべき事故が発生した場合に

　　　　は、損害賠償を速やかに行います。

（４）提供するサービスの第三者評価は実施していません。

８．高齢者虐待の防止の対応

（１）事業所は虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じます。

　　１．虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催します。

　　２．虐待防止のための指針の整備をします。

　　３．虐待を防止するために定期的な研修を行います。

　　４．前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。

　　５．擁護者及び要介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる利用者を発見した

　　　　場合は、速やかに、これを市町村に通報します。

９．身体拘束の適正化の対応

（１）利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

　　　除き、身体拘束を行いません。

（２）身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

　　　並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

１０．個人情報の保護

（１）事業者は利用者の個人情報について「個人情報保護に関する法律」及び厚生労働省

　　が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイ

　　ドライン」を遵守し適切な取り扱いに努めます。

（２）事業所が得た利用者の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外

　　の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて

　　利用者又はその代理人の了承を得ます。



１１．公正中立なケアマネジメントの確保

（１）利用者やその家族は、ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の

紹介を求めることが可能であることや当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求め

ることが出来ます。

（２）当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は別紙２に掲げる「ケアマネジメントの公平中立性」を参照してください。

１２．感染症や非常災害の対応

（１）事業所は感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

（２）事業所は従業者に対し、当該業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施します。

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行います。

１３．緊急時の対応

サービス提供にあたり事故、体調の急変等が生じた場合は、事前の打ち合わせに基づき、

速やかに市町村、利用者の家族、主治医等に連絡します。

医療機関等

緊急連絡先

氏名

連絡先

１４．その他

・事業者は、事業所の従事者に対して、在職中及び退職後においても、その業務上知りえた

利用者又はその家族の個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しては

ならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を遵守させます。

・従業者の教育研修を重視し、提供するサービスの質の向上に努めます。

採用時研修は採用後１か月以内、継続研修は年２回以上行います。

１３．相談窓口、苦情対応
当事業所のサービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。

電話番号 ０４５－８００ｰ１７１７

FAX番号 ０４５－８００－１７１６

担当者 居宅介護支援事業所　管理者　田部井　一幸

その他 相談・苦情については、担当者、管理者及び介護支援

専門員が対応します。不在の場合でも対応した者が、

必ず｢苦情相談記録表｣を作成し、担当者、管理者及び

介護支援専門員に引き継ぎます。

その他、お住まいの区役所及び神奈川県国民健康保険団体連合会に

おいても苦情申し出等ができます。

横浜市（本庁） 介護事業指導課　　電話番号　０４５－６７１－２３５６

泉区役所 高齢・障害支援課   電話番号  ０４５－８００－２４３６

戸塚区役所 高齢・障害支援課   電話番号  ０４５－８６６－８４５２

栄区役所 高齢・障害支援課   電話番号  ０４５－８９４－８５４７

主治医等の氏名

連絡先



瀬谷区役所 高齢・障害支援課   電話番号  ０４５－３６７－５７１４

藤沢市役所 介護保険課 　電話番号  ０４６６－２５－１１１１

所在地     横浜市西区楠町２７－１

電話番号 ０４５－３２９－３４４７

１４．法人の概要

名称

代表者名

法人本部所在地

連絡先

【説明確認欄】

   令和　　年    月    日

ｻｰﾋﾞｽ契約の締結にあたり、上記により

重要事項を説明しました。

所在地 横浜市泉区和泉町１２０２
名称 医療法人　徳洲会

介護老人保健施設 ゆめが丘

説明者

【説明同意交付欄】 重要事項説明書について、説明を受け同意し、交付を受けました。

（利用者）

住所

名前

（上記代理人：代理人を選任した場合）

住所

名前

（立会人）

住所

名前

電話番号 ０６－６３４６－２８８８

神奈川県国民健康保険
団体連合会（国保連）

医療法人　徳洲会

理事長 東上　震一

大阪府大阪市北区梅田１丁目３番地１－１２００号



別紙１　「居宅介護支援業務の実施方法等について」

１　居宅介護支援業務の実施

①　事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させる

　 　ものとします。

②　指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者及びその家族

 　　に対し、サービス提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。

２　居宅サービス計画の作成について

①　介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。

　ア　利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、

　　　立場の十分な理解と課題の把握に努めます。

　イ　利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等

　　　に関する情報を利用者またはその家族に提供します。

　ウ　介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に

　　　偏るような誘導または指示を行いません。

　エ　介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの

　　　提供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。

②　介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を

　　 希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求め、この意見を求めた主

　 　治医等に対してケアプランを交付します。

　　 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング等

　　 の際に介護支援専門員自身が把握した利用者の状況等について、介護支援専門員から主

　　 治の医師や歯科医師、薬剤師等に必要な情報伝達を行います。

③　介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用者等の

　 　利用者サービス選択に資する内容を利用者及びその家族に対して説明します。

　ア　介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基

　　　づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。

　イ　利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、

　　　事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。

３　サービス実施状況の把握、評価について

①　介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況

 　　の把握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定

 　　居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。

②　上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を

　　 継続的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面談する

　　 とともに一月に一回以上、モニタリングを実施します。

③　介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用の状態

　　 を定期的に評価します。

④　介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、

　　 または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者

　　 に介護保険施設に関する情報を提供します。



４　居宅サービスの変更について

　  事業者が居宅サービス計画の必要性を求めた場合は、または事業者が居宅サービス計画

　の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の

　変更を、この居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。

５　居宅サービスの変更について

　  事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健

　康保険団体連合会に提出します。

６　要介護認定等の協力について

①　事業所は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う

　　 区分変更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。

②　事業所は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わっ

　　 て行います。

７　要介護認定等の協力について

　  利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス

　計画作成が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービスの情報の提供に

　誠意をもって応じます。
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介護老人保健施設 ゆめが丘 重要事項説明書（付属別紙） 

 
居宅介護支援費等のサービス利用料及び利用者負担 

 

・利用料 

要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので、利用者負担はありません。 

 

【居宅介護支援費】 

●居宅介護支援費（Ⅰ）取扱件数４５件未満 

要介護１又は要介護２        １２,０７６円／月 

要介護３、要介護４又は要介護５   １５,６９０円／月 

●居宅介護支援費（Ⅱ）取扱件数４５件以上６０未満 

要介護１又は要介護２         ６,０４９円／月 

要介護３、要介護４又は要介護５    ７,８２８円／月 

（→４０件以上６０件未満の部分のみ適用） 

●居宅介護支援費（Ⅲ）取扱件数６０件以上 

要介護１又は要介護２         ３,６２５円／月 

要介護３、要介護４又は要介護５    ４,６９２円／月 

（→４５件以上の部分のみ適用） 

＊ 当事業所では居宅介護支援費（Ⅰ）での利用となります。 

＊ 運営基準減算（居宅介護支援の業務が適切に行われない場合の減算）に該当する場合は、上記金額

の５０／１００となります。また、２が月以上継続して該当する場合には、算定しません。 

＊ 特定事業所集中減算（居宅サービスの内容が特定の事業所に不当に偏っている場合の減算）に該当

する場合は、上記金額より、２,２２４円を減額することとなります。 

＊ ４５人以上の場合については、契約日が古いものから順に割り当て、４５件目以上になった場合に

居宅介護支援費Ⅱ又はⅢを算定します。 

 

【加算】 

・初回加算         ３,３３６円 

初回加算：適切かつ質の高いケアマネジメントを実施するため、新規に居宅介護支援ならびに要介護

状態区分が２段階以上変更になった利用者に対し居宅介護支援を行なった場合 

 

・入院時情報連携加算   入院時情報連携加算（Ⅰ）２,７８０円／月 

             入院時情報連携加算（Ⅱ）２,２２４円／月 

※ 算定要件 

【入院時情報連携加算Ⅰ】 

・入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った場合 

※入院日以前の情報提供を含む 

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日も含む 

【入院時情報連携加算Ⅱ】 

・入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対して必要な情報提供を行った場合 

※営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して３日目が営業日でない場合は、その翌

日も含む 
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・退院・退所加算      入院等期間中に最大３回まで算定 

退院又は退所に当たって、病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供を得た上で

ケアプランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合 

 

カンファレンス参加 無 １回目 ５，００４円 ２回目 ６，６７２円 

カンファレンス参加 有 １回目 ６，６７２円 ２回目 ８，３４０円 ３回目 １０，００８円 

 

・緊急時等居宅カンファレンス加算       ２,２２４円／回（１月に２回まで算定） 

 病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレ

ンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合 

  

・通院時情報連携加算              ５５６円／回（１月に１回まで算定） 

利用者が医師や歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必

要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケ

アプラン）に記録した場合。 

【説明確認欄】 

令和  年  月  日 

サービスの契約の締結にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。 

                事業所  所在地 横浜市泉区和泉町１２０２     

    名 称 医療法人 徳洲会         

        介護老人保健施設 ゆめが丘    

        説明者                  

【説明同意欄】重要事項説明書について、説明を受け同意し、交付を受けました。 

（利用者）  住 所                  

     名 前                  

           （上記代理人：代理人を選任した場合） 

                     住 所                  

                     名 前                  

                      利用者との続柄              

               （立会人）  住 所                  

                      名 前                  

                      利用者との続柄              


